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◎対象とする降雨 
既往最大降雨など下水道施設の整備水準を大きく超過する集中豪雨（超過降雨）を対象とし、災害の

再発防止および甚大な被害の未然防止を図る。 

◎対象とするエリア 
「生命の保護」、「都市機能の確保」、「個人財産の保護」に照らし、浸水による被害ポテンシャルの大

きな地区を重点的に対策を行うべき地区（重点対策地区）として選定する。 
 

 

 

 

○近年頻発する下水道施設の整備水準を大きく越える集中豪雨（超過降雨）に対し、

時間と財政的制約の中で緊急かつ効率的に浸水被害の軽減を図るためには、施策の

転換が必要 

○緊急かつ効率的に浸水被害の軽減を図るためには、 

① 既往最大級の集中豪雨（超過降雨）を対象 

② 重点的に対策を行うべき地区を被害ポテンシャルや緊急性から選択 

③ 公助だけでなく住民の自助を組み込んだ総合的な浸水対策を実施 

○本マニュアル（案）は下水道管理者が住民等多様な主体と連携を図りながら、総合

的な浸水対策計画を策定するための具体的な手法を示し、地方公共団体の計画策定

を促進 

【本マニュアルの位置づけ】 

○既存施設の評価・有効利用 
（地域ごとの特性を考慮した浸水シミュレーション（予測）に基づく既存施設の評

価、光ファイバーを活用した大規模幹線ネットワークの効率的運用等） 
○住民や他主体との連携による取り組み 
（計画策定段階からの連携、雨水貯留・浸透施設の設置等） 

○内水ハザードマップの作成と積極的な情報発信

 
下水道総合浸水対策計画策定マニュアル(案)の概要 

国土交通省都市・地域整備局下水道部

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

下水道総合浸水対策緊急計画の策定対象のイメージ 

従来の整備水準 

重点対策地区 

集中豪雨 
(超過降雨) 

下水道総合浸水対策緊急計画

重点対策地区 重点対策地区 

集中豪雨

(超過降雨)
集中豪雨 

(超過降雨) 

【本マニュアル（案）の適用】

他地区より高い水準の

浸水対策を短期に実施

【本マニュアル（案）の特徴】 

資料２
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【計画策定の基本的考え方 －総合的な浸水対策の推進－】 
集中豪雨（超過降雨）への対策を講じる場合、従来のようなピーク流出量対応の管きょ整備は不経

済となり、時間も要する可能性がある。そこで、浸水被害を軽減するための地域特性に応じた目標を

設定し、多様な主体との連携により、公助・自助によるハード対策およびソフト対策をバランス良く

総合的に組み合わせ、浸水被害の最小化を図る対策を実施することが重要である。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
現状：下水道の整備水準を超える

集中豪雨(超過降雨)に対し

て排水能力が不足 

 

 

 

集中豪雨に対して、地下街、幹線道

路および一般市街地等で多大な浸水

被害が発生するおそれがある。 

各々の長所を組合せた地域ごとの最適案の決定

住民等の多様な 
主体との協議 

公助による対策は効果の確実性は高

いが、集中豪雨に対し効果を発揮する

までに、相当の期間と費用を要するこ

とが多い。 

公助 

浸水対策には自助が必須であるが、

対応には限界があり、また、確実性を

伴うためにはソフト対策等の支援が不

可欠である。

自助

機能保全水深の設定 

浸水現象の把握 

集中豪雨 

(超過降雨)

新規貯留管

既設管

排水区界 

重点対策地区 

各戸貯留浸透 

雨水調整池 

管内水位計

浸水情報の提供 

地下街 
各種対策による

浸水被害の軽減 止水板 

土のう

公助・自助を効果的に組み合わ

せた総合的な対策を行うこと

で、浸水被害の最小化を早期か

つ経済的に図ることができる。 

機能保
浸水現

集中豪雨 

(超過降雨)

集中豪雨 

(超過降雨)

集中豪雨 

(超過降雨) 

各々を組み合わせた地域ごとの最適案の決定＝「下水道総合浸水対策計画」の策定 

雨水調整池 

各戸貯留浸透 浸水情報の提供 

止水板 

土のう

一定の水深を設定 

（例：床上浸水は防止する

水準の水深等） 

既設管の有効利用 
新規貯留管 
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【計画策定の流れ】 

 下水道総合浸水対策計画の策定の流れ、検討エリア、多様な主体との連携の関係を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策検討（第５章） 

①対策手法の選定 

②施設能力の評価 

③対策の組合せ 

基礎調査（第２章） 

①被害の特徴や原因の把握 

②降雨の実態の把握 

③地域特性の把握 

重点対策地区の設定（第４章） 
①重点対策候補地区の設定 

②浸水想定区域の把握 

③想定浸水被害の把握 

④重点対策地区の設定 

事業の実施 
①進捗状況評価 

②事業効果評価 

最適案評価と優先度評価（第６章）

①重点対策地区内における最適案評価 

②重点対策地区間の優先度評価 

計画目標（第３章） 

①対象降雨の設定 

②重点対策地区の分類設定 

③浸水被害軽減目標の設定 

④計画期間の設定 

当該自治体の下水道計画区域

内において計画策定を行う。

【検討エリア】 

下水道計画区域 排水区域界 

海
域

河川

下水道幹線 

対策検討は重点対策地区を含

む排水区単位で行うことを基

本とする。 

○
○
地
区 

下
水
道
総
合
浸
水
対
策
計
画

実施 

(優先度１)
実施 

(優先度２)
実施 

(優先度３) 実施 

(優先度４)

○
△
地
区 

下
水
道
総
合
浸
水
対
策
計
画

△
□
地
区 

下
水
道
総
合
浸
水
対
策
計
画

□
○
地
区 

下
水
道
総
合
浸
水
対
策
計
画

海
域

重点対策地区 

総論（第１章） 

計画策定上の留意事項等（第７章）

計
画
の
目
的
、
目
標
お
よ
び
必
要
性
に
関
す
る
調
整
・
共
有
化

【多様な主体との連携】

役
割
分
担
、
計
画
案
、 

整
備
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
調
整
・
共
有
化 

進
捗
状
況
や 

事
業
効
果
の 

報
告
・
共
有
化 

住民・河川部局・

都市計画部局等 
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大規模幹線は最終の整備まで期間を要し、早期に効果が発現できないため、工事完了区間に重点地区

排水系統を接続、暫定的な貯留管として活用し、当該地区や下流域の浸水被害の軽減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

大規模幹線の貯留管としての利用(例)     (出典：大阪市資料) 

 

 

 

 

各排水区で計画された大規模幹線をネットワーク化して、局所的な集中豪雨時において雨水を相互融

通することにより浸水の解消・軽減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模幹線ネットワーク化の概念図(例)         (出典：大阪市資料) 

完成部分を貯留施設

（40,000㎥）として運用

【全体計画】

　最大内径：7.5m
　総延長：22.5km

完成部分を貯留施設

（75,000㎥）として運用

 

 

十八条～西島下水道幹線（大野処理区）  大隅～十八条下水道幹線（十八条処理区）  
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：着手済み
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（H17年度）

：既設
：着手済み
：計画

：既設
：着手済み
：計画

（H17年度）
：ネットワーク化検討箇所の一例：ネットワーク化検討箇所の一例

抜本的な浸水対策等を目的とした大規模幹線
を建設・計画

【現在】

処理区を越えた大規模幹線のネットワークに
より、超過降雨時の浸水被害の軽減を図る

【将来】

抜本的な浸水対策等を目的とした大規模幹線
を建設・計画

【現在】

抜本的な浸水対策等を目的とした大規模幹線
を建設・計画

【現在】

処理区を越えた大規模幹線のネットワークに
より、超過降雨時の浸水被害の軽減を図る

【将来】

処理区を越えた大規模幹線のネットワークに
より、超過降雨時の浸水被害の軽減を図る

【将来】
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大規模幹線のネットワーク化 

 
大規模幹線の貯留管としての利用 

総合浸水対策の施策メニュー １．公助によるハード対策①

総合浸水対策の施策メニュー ２．公助によるハード対策②
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校庭貯留（表面）

空隙貯留（砕石） 

駐車場貯留

調整池 
多目的貯留 

各戸貯留・浸透 

屋上貯留

棟間貯留 

公園貯留（表面）

地下貯留

多自然型調整池 

透水性インターロッキング 
ブロック舗装 

透水性舗装 
（生活道路） 

透水性側溝 

浸透性雨水ます 

緑地・裸地の確保

透水性 
平板舗装 

透水性 
植栽ます 

道路 
浸透ます

浸透トレンチ 

貯留管 

 

 

流出抑制施設（雨水貯留施設・雨水浸透施設）により、雨水そのものを貯留・浸透させ、雨水の流出

を減少または遅くしてピークを低減させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 光ファイバーネットワークを活用し、多様な情報をリアルタイムで収集し、下水道施設の的確な処
理・制御等を行うとともに、インターネットや携帯端末等による情報提供システムを利用して、降雨・
浸水情報等の提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

光ファイバーネットワークの活用による 
浸水情報の収集・提供および処理・制御等 

光ファイバーネットワークを利用した浸水情報の収集・提供および処理・制御等のイメージ 
（日本下水道光ファイバー技術協会資料より編集） 

 
流出抑制型施設（雨水貯留・浸透施設） 

処理・判断・制御系 情報収集系

情報提供系

災害対策本部

下水道情報管理室

災害対策システム

市街地

レーダ
雨量計

画像処理

雨量ﾃﾞｰﾀ

危険地域表示

街頭大型
スクリーン

ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

避難
場所等

住民，マスコミ

～インターネット／各種メディア～

地上

店舗

浸水情報等

水位ﾃﾞｰﾀ

下水道管渠内
光ファイバー水位計

地上
雨量計

市街地
監視カメラ

地下街

光
フ
ァ
イ
バ
ー

浸水ﾃﾞｰﾀ

雨水ポンプ場

地下街

可動ゲート 　　下水道情報
　　システム

実績/予測データ

浸水水位計

貯留管下水道管渠

下水道施設の
効率的運転管理

浸水情報
を表示
浸水情報
を表示

下水道情報の
ﾘｱﾙﾀｲﾑ収集／配信

処理・判断・制御系 情報収集系

情報提供系

災害対策本部

下水道情報管理室

災害対策システム

市街地

レーダ
雨量計

画像処理

雨量ﾃﾞｰﾀ

危険地域表示

街頭大型
スクリーン

ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

避難
場所等

住民，マスコミ

～インターネット／各種メディア～

地上

店舗

浸水情報等

水位ﾃﾞｰﾀ

下水道管渠内
光ファイバー水位計

地上
雨量計

市街地
監視カメラ

地下街

光
フ
ァ
イ
バ
ー

浸水ﾃﾞｰﾀ

雨水ポンプ場

地下街

可動ゲート 　　下水道情報
　　システム

実績/予測データ

浸水水位計

貯留管下水道管渠

下水道施設の
効率的運転管理

浸水情報
を表示
浸水情報
を表示

下水道情報の
ﾘｱﾙﾀｲﾑ収集／配信

総合浸水対策の施策メニュー ３．公助・自助によるハード対策

総合浸水対策の施策メニュー ４．公助によるソフト対策①

貯留・浸透施設のイメージ 
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 降雨情報を入手し、ＲＴＣなどによって下水道施設の最適運用に活用している。 

流入 流入

5 分上流
10 分上流

15 分上流

P

雨水ポンプ場

降雨レーダー

上流水位からポン
プ場への流入量と
タイミングを予測

地上雨量計

光ファイバー

予めポンプを作動

 

降雨

降雨

大規模幹線ネットワーク

分水ゲートの開閉

各幹線水位と降雨
情報に基づいて分
水ゲート開閉のタイ
ミングを予測

 

 

降雨情報・幹線水位情報を利用した雨水ポンプ運転管理イメージ 

 

 

 

 

 自治体自身で降雨レーダーを設置し、降雨情報をインターネット・携帯電話等により情報を提供し、

浸水に対する諸対応を支援する方法である。 

 

降雨・水位情報を利用した施設の効率的運用 

降雨情報の提供 

（出典：東京都ホームページ） 降雨情報の提供（例） 

予めポンプを作動

し、豪雨時に最大限

の能力を発揮させる 

大規模幹線のネットワークによる雨水貯留

雨水ポンプ能力の最大限発揮

総合浸水対策の施策メニュー ５．公助によるソフト対策②

総合浸水対策の施策メニュー ６．公助によるソフト対策③
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 下水道幹線内の水位情報や道路の冠水情報等のリアルタイム情報を表示板・電光掲示板等で住民等に

提供するもので、住民自らが浸水発生状況を察知し、危険を回避するために有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                    

 

 

 

 市街地における浸水は、豪雨の空間的偏在や複雑な地形条件に伴って発生箇所が予測できない場合が

あるため、住民等からの浸水状況をリアルタイムで収集し、確実性を高めていく方法が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幹線水位情報の提供 

住民等からの浸水情報の収集と提供 

（出典：名古屋市ホームページ） 

 

「災害緊急情報」 
市のホームページを活用し、収集した浸水状況等の

災害情報や避難情報等を市民等へ迅速に提供するた

め、創設したシステムである。 
掲載時期：避難勧告等が発令された場合、複数の被害

が発生した場合 
掲載内容：①避難に関する情報 

②被害速報 

③避難者発生情報 

④市民観測情報(定点観測システム情報)等 
 

「定点観測システム」 
災害初期の情報収集の充実を図るため、市民やガソ

リンスタンドなどのボランティアより浸水状況等の災

害情報を提供していただくシステムである。 
運用開始：平成 14年 6月 
登録者数：総計 715人（市民 471人、ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ 131

店、ｺﾝﾋﾞﾆ 113店）（平成 17年 11月現在）
収集情報：自宅や店舗周辺の水のたまり具合、地震時

の倒壊家屋や火災状況等 
収集手段：ＦＡＸ又はインターネット 
収集時期：市から要請したとき又は自主判断による 
情報活用：提供された情報はコンピューターで集計処

理し、災害対策本部で活用すると伴に 
「災害緊急情報」の中で「市民観測情報」

として市民へ提供。 
表示方法：深さとその増減について市域地図上にリア

ルタイムでポイント表示 

中野区と連携した幹線水位情報の提供(例) 

住民との双方向情報交換（例） 

浸水に関するリアルタイム情報の提供（例）    （出典：東京都ホームページ） 

総合浸水対策の施策メニュー ７．公助によるソフト対策④

総合浸水対策の施策メニュー ８．公助によるソフト対策⑤
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 内水による浸水に関する情報及び避難に関する情報等を積極的に住民に提供し、平常時からの住民の

自助意識・防災意識の醸成を図るものである。 

 

内水ハザードマップの作成・公表 

総合浸水対策の施策メニュー ９．公助によるソフト対策⑥

資料：大阪市－津波・水害から命を守るために－防災マップ（試案） 

（見開き）
共通項目
で構成

内水浸水想定区域図

浸水シナリオ

放流先河川等
の水位条件

リアルタイム
気象情報の
入手先

避難場所

内水浸水想定
区域図設定の
対象降雨

・浸水範囲、浸水深
・避難時危険箇所
・過去の浸水履歴
・ポンプ施設位置

（表・裏）
地域項目
で構成

避難時の
留意事項

浸水情報等
の伝達経路

地下街等の
浸水対策

自助
（簡易水防
工法等）

災害時の心得
や浸水への備え
問合せ先など

表紙

（表・裏）
地域項目
で構成

避難時の
留意事項

浸水情報等
の伝達経路

地下街等の
浸水対策

自助
（簡易水防
工法等）

災害時の心得
や浸水への備え
問合せ先など

表紙

内水ハザードマップの見本

※内水被害の場合： 
被害規模は比較的小さいが、
発生頻度が高い 

※外水被害の場合： 
被害規模は比較的大きいが、 
発生頻度が低い 

内水浸水想定区域図 外水浸水想定区域図 
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地下施設等の出入り口等に自助による止水板の設置や耐水化を行うことにより浸水を防止する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地下街・地下鉄入り口への 

止水板設置（例） 

      (出典：仙台市資料) 

 
 
 
浸水時において自助による土のうの設置により、施設内への浸水を防止する。自助による対応を確実

なものとするためには、浸水情報の提供や土のう設置喚起等の公助によるソフト対策を組合せる必要が

ある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

浸水時の土のう設置(例)     （出典：東京都ホームページ） 

地下施設等の止水板設置・耐水化 

浸水時の土のう設置 

■建物周辺の浸水履歴や地形・排水状況を確認しておきましょう。 

■地上が浸水するおそれのある時は，地下施設に入らないようにしましょう。

■あらかじめ防水板や土
・

のう
・ ・

などを設置または用意しておきましょう。 

■建物の外部から地下施設に通じる出入口の床は道路面からある程度高くしましょう。 

■水が流入してきても歩きやすいように，地下施設に通じる階段には手摺を設置しましょう。 

総合浸水対策の施策メニュー １０．自助によるハード対策①

総合浸水対策の施策メニュー １１．自助によるハード対策②
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自助による豪雨時の緊急的な対処を迅速かつ的確に実施するためには、住民等が土のう積みなどの技

能を習熟したり、浸水によって起こる現象を事前に体験しておくことが重要である。このため住民自ら

が積極的に継続した訓練等を実施することが望ましい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

土のう積み・体験訓練（例）   （出典：東京都ホームページ） 

 

 

 

土のう積み・体験訓練 

写真 簡易水防工法の実演 写真 土のう積み訓練 

写真 地下室浸水模型による避難体験 

ドア外側が30cm程度浸水 
↓ 

数十 kgの水圧 
↓ 

大人でも開けるのが困難 

総合浸水対策の施策メニュー １２．自助によるソフト対策①


